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研究要旨 我が国においてオンライン診療に関する規制は大幅に緩和されているにも関

わらず、広く普及しているとは言い難く、今後適切で質の高いオンライン診療を普及さ

せるためには、課題を明確化するとともに、その安全性や有効性に関する情報を蓄積、

分析し、社会全体で共有される必要がある。本研究では、医療提供者・医療受領者の両

方に大規模アンケート調査を行うことで、本邦のオンライン診療の現状を明らかにする

と同時に、オンライン診療受療や満足度に関係する因子や、更なる普及を目指す上での

阻害因子を同定した。また、scoping reviewを行うことで、今後オンライン診療につい

ての臨床研究を行う場合に設定すべき評価指標についても整理した。さらに、D to D 

(医師間の遠隔コンサルト)・D to P with D (患者側に他医師が同席する形の遠隔診療)

という遠隔診療の形態についての scoping review を行うことで、よく活用されている領

域を同定することができた。これにより、オンライン診療の必要性、安全性や有効性に

関するエビデンスを体系的に構築するに当たっての方向性を提示した。 

 

 【研究代表者】 

南学 正臣   東京大学医学部附属病院 腎臓・内分泌内科 教授 

【研究分担者】 

菅原 有佳   東京大学医学部附属病院 特任助教 

平川 陽亮   東京大学医学部附属病院 助教 

岩上 将夫   筑波大学 医学部医療系 教授 

黒木 春郎   こどもとおとなのクリニックパウルーム 院長 

大橋 博樹   多摩ファミリークリニック 院長 

窪田 満    成育医療研究センター 総合診療部統括部長 

小池 創一   自治医科大学 地域医療学センター 教授 

涌水 理恵   筑波大学 医学医療系 准教授 

【研究協力者】 

 稲垣 中    青山学院大学 教育人間科学部 教授 

三谷 秀平   東京大学医学部附属病院 大学院生 

原 理沙    東京大学医学部附属病院 大学院生 

 



2 

 

A. 研究目的 

 我が国においてオンライン診療に関する

規制は大幅に緩和されているにも関わら

ず、電話や情報通信機器を用いた診療を実

施できるとして登録した医療機関数は、令

和 2年 6月以降ほぼ横ばいで推移してお

り、令和 5年 4月時点で全医療機関の 15％

に留まっている。個々の好事例の展開は進

められているものの、オンライン診療を利

用することによる疾患のアウトカムの向上

等、オンライン診療を利用した医療の質に

ついてのエビデンスは乏しいのが現状であ

る。今後適切で質の高いオンライン診療そ

の他の遠隔医療を普及させるためには、課

題を明確化するとともに、その安全性や有

効性に関する情報を蓄積、分析し、社会全

体で共有される必要がある。 

本研究では、①インタビュー調査・アン

ケート調査を通じて本邦におけるオンライ

ン診療の導入を阻む要因を明確化すること

を目的とした。また同時に、②オンライン

診療の研究における評価指標についてのス

コーピングレビューや、③D to D (医師間

の遠隔コンサルト)・D to P with D (患者

側に他医師が同席する形の遠隔診療)が適し

た領域に関してのスコーピングレビューを

実施することで、オンライン診療の必要

性、安全性や有効性に関するエビデンスを

体系的に構築するに当たっての方向性を提

示することを目的とした。 

 

 

B. 研究方法 

(i)医療受領側からみた、 

オンライン診療普及の阻害因子 

医療受領者側（患者・健常者）に対して大

規模アンケート調査を実施した。アイブリ

ッジ株式会社のもつアンケートパネルであ

る Freeasy○Rコホートにおいて、まず

40,000 人に対してのスクリーニング調査を

行い、引き続いて、スクリーニング調査回

答により抽出された 6,000人に対しての本

調査を実施した。主に、オンライン診療経

験についてのより詳細な情報やその満足

度、そして医療受領側が考えるオンライン

診療の普及を阻害する要因について調査し

た 

対象者の抽出のためのスクリーニング調

査は 2023年 9月 25日～同年 10月 8日、本

調査は 2023年 10月 19日～同年 11月 2日

に実施した。 

 

(ii) 医療提供側からみた、 

オンライン診療普及の阻害因子 

医療提供者側（医療機関）に対して大規

模アンケート調査を実施した。日本の保険

医療機関（2023年 6月時点での保険医療機

関 96,269機関）から層別化ランダム抽出施

設した 4,900施設にアンケートを送付し、1

施設から医師・看護師・事務担当者の各 1

名（計 3名/施設）の返答を依頼した。 

各機関におけるオンライン診療の実施状

況、オンライン診療に対する医療従事者の

印象や、医療提供側が考えるオンライン診

療の普及を阻害する要因についても調査し

た 

本調査は 2023年 10月 30日～2023年 12

月 8 日に実施した。 

 

(iii) オンライン診療と対面診療を比べる

際に用いるべき評価指標 

PRISMA-ScRに基づき、MEDLINE および

Embase データベースを検索した。 

2019 年 1月～2024年 3月の間に発表され

た英語の原著論文のうち、何らかの形態の

遠隔医療と対面診療を比較した RCTを対象



3 

 

とした。研究の基本情報と、それらの研究

で用いられた一般的な評価指標を整理し

た。 

 

(iv) D to Dあるいは D to P with D が 

行われている分野 

PRISMA-ScRに基づき、MEDLINE および

Embase データベースを検索した。 

2024年 3月までに発表された英語の原著

論文のうち、即時型/非即時型の別を問わず

D to D (医師間)、あるいは D to P with D 

(片方に医師、もう片方に医師が同席した状

態での患者)の形態での遠隔コンサルテーシ

ョンを検討した研究、あるいは有用であっ

た症例報告を探索した。 

この過程で、レビュー論文については

backward citation search を行ったがその

際日本語文献についても探索し調査を実施

した。 

 

（倫理面への配慮） 

 (i), (ii)については、東京大学大学院 

医学系研究科・医学部 倫理委員会の中央一括

審査を受審し承認を受け、各施設での実施許

可を得た上で実施された。(iii), (iv)につ

いては、既に発表されている論文のスコー

ピングレビューであり、特定の症例を対象

にしたものではない。 

 

C. 研究結果 

(i)医療受領側からみた、 

オンライン診療普及の阻害因子 

 スクリーニング調査の回答率は 92.5%

（36,998/40,000）であった。このうち、受

診経験がある者は 5.29%（1956/36,998）に

とどまった。 

スクリーニング調査回答者を定期通院の

有無とオンライン診療経験の有無の 2項目

により 4群に分け、各群において層別化ラ

ンダム抽出を行った。オンライン診療経験

がある回答者は上記のように少なかったた

め、全例抽出した。 

オンライン診療の利用しやすさに関係す

る因子の解析では、近隣に病院が多い場合や、

対面診療が手間と感じる場合、オンライン診

療を利用する傾向が高かった（病院数が多い

場合：調整オッズ比[aOR] 1.33, 95%信頼区

間[CI] 1.18-1.50、対面診療が手間と感じる

場合：aOR 1.48, 95% CI 1.35-1.63）。 

次に、オンライン診療経験がある回答者

にオンライン診療について 5段階評価で満

足度を聞いた場合、80％弱が「とても満足

している」「だいたい満足している」の上位

2肢を選んでいた。 

さらに、オンライン診療の満足度に関係

する因子の解析では、利用しやすさに関係

する因子の解析結果と同様、近隣に病院が

多い場合や、対面診療が手間と感じる場

合、オンライン診療に満足する傾向が見ら

れた（病院数が多い場合：aOR 1.40, 95% 

CI 1.14-1.73、対面診療が手間と感じる場

合：aOR 1.50, 95% CI 1.27-1.76）。 

オンライン診療の普及を阻害する要因と

して最も選択されたのは、「オンライン診療

では、検査や処置が必要になった場合に結

局通院が必要になってしまうため」であっ

た。次に、「オンライン診療では、医師の診

察内容に不安が残るため」「どういった場合

にオンライン診療が適しているのか／希望

してよいのかわからないため」「オンライン

診療を実施している機関がどこかわからな

いため」などが多く選択されていた。 

調査結果は論文報告するとともに、日本

医学会連合ホームページ上で公表した。 

 

(ii) 医療提供側からみた、 
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オンライン診療普及の阻害因子 

 計 1552人の回答を得た（医師 39.82%、

看護師 27.58%、事務職員 32.6%）。施設レ

ベルの回答率は 16.2%（794/4,900）と低か

ったが、一部の施設カテゴリーでは比較的

高い回答率が得られた（特定機能病院 

43.2% [38/88]、へき地診療所 25.8% 

[130/504])。 

オンライン診療実施率は 20% (162/794)で

あった。電子カルテシステムを利用している

施設の方が、有意にオンライン診療実施率が

高かった。特定機能病院においては実施率が

42.1%と高かった。 

69%と多くの回答者がオンライン診療を行

った場合に必要となる病院側の業務が対面

診療の場合よりも複雑だと回答した。同様に、

70%の回答者が、オンライン診療を行った場

合に必要となる病院側の業務は、対面診療を

行った場合より複雑だと回答した。 

患者の時間的負担及び身体的負担につい

ては、オンライン診療の方が小さいという回

答が 75%程度と多くを占めた。 

診療行為については、「重症感の直観的把

握」「身体所見の把握」「信頼関係の構築」な

どの項目で対面診療の方が容易であるとい

う回答が圧倒的に多かったが、「自宅等にお

ける患者などの視覚的把握」や「日常生活を

送る自宅などの環境の視覚的把握」において

はオンライン診療の方が良いという回答が

40%, 60%程度あった。 

オンライン診療を行っている医療者の方

が、診療報酬が安いと感じており、またオン

ライン診療で利益を得る患者群が少ないと

回答している。 

普及阻害要因については、「オンライン診

療では、検査や処置が必要になった場合に結

局通院が必要になってしまうため」、「オンラ

イン診療のためのアプリダウンロード・通信

環境の構築などが、患者にとって困難である

ため」が 1位、2位であった。 

調査結果は論文報告するとともに、日本

医学会連合ホームページ上で公表した。 

 

(iii) オンライン診療と対面診療を比べる

際に用いるべき評価指標 

 初期検索で得られた 2,275本の論文のう

ち、最終的に 79本を分析対象とした。 

遠隔医療の評価に用いられた指標のうち、

医学分野を超えて使用可能な指標は以下の

3カテゴリーに分類された。 

1. 患者中心性（Patient-centeredness）

（67/79本、85%）：患者満足度、負担

感、生活の質（QOL） 

2. 患者アウトカム（Patient outcomes）

（57/79本、72%）：死亡率、入院率、

有害事象の発生率など 

3. 費用対効果（Cost-effectiveness）

（40/79本、51%）：費用評価、質調整

生存年（QALY: Quality-Adjusted Life 

Year） 

特筆すべき点として、上記 3 つのカテゴ

リーすべてを評価した研究は、79本中 25

本（32%）にとどまった。 

また、以下の指標については、既報では

あまり評価されていなかったが、これらの

3カテゴリーには含まれない観点の評価指

標であった。 

A) スタッフの利便性（Staff 

convenience）（8/79本、10%） 

B) システムの使いやすさ（System 

usability）（3/79本、4%） 

C) 環境負荷（Environmental impact）

（2/79本、3%） 

 

(iv) D to Dあるいは D to P with D が行

われている分野 
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初期検索で得られた 173本の英語論文か

ら探索し、最終的に 79本を分析対象とし

た。またこの過程で 16本の日本語論文も抽

出された。 

 

-英文誌での報告領域 

 英文誌での報告は 2000年以前 3報、

2001 年-2005年 5報、2006 年-2010年 15

報、2011年-2015年 34報、2016年-2020年 

14 報、2021年-2025年 8報であり、2010

年代の報告が最も多かった。疾患領域とし

ては整形外科領域が 21報、皮膚科領域が

18 報、内科領域が 12報の順に多かった。 

 

-和文誌での報告領域 

 和文誌での報告は 2007年から 2016年の

間に報告された 16報が抽出された。疾患領

域としては、神経領域が 5報で最も多く、

眼科領域が 3報、病理領域が 2報であっ

た。なお、全 16報のうち、スマートフォン

のアプリケーションを用いたものは 3報の

みであった。 

 

D. 考察 

 本研究により、医療受領側/提供側の両面

から、本邦におけるオンライン診療の実態

が把握されたと同時に、その今後の課題が

抽出された。その結果、本邦においてはオ

ンライン診療の普及はまだ途上にあり、更

なる普及のためには取り組むべき課題が多

いことがわかり、その課題を解消するため

に必要とされる臨床試験の実施にあたって

は、評価指標の設定が重要となるため、

scoping reviewの手法により既存文献の網

羅的解析を行い、今後の臨床試験において

設定すべき評価指標を明らかにすることが

できた。また、D to D、D to P with Dに

ついては、現時点での利活用報告を調査

し、良く用いられている領域や好事例を明

らかにすることができた。 

 

＜本邦のオンライン診療の実施実態＞ 

 患者および健常者を対象としたスクリー

ニング調査において、遠隔診療の経験があ

ると回答した者は全体のわずか 5.29%であ

った。本調査はインターネットを介して実

施されたため、回答者の多くはスマートフ

ォンやパソコン等の端末を所持し、遠隔診

療に対して一定の親和性を有する層と推定

される。したがって、日本全体における遠

隔診療の実際の経験率はこれよりもさらに

低い可能性がある。 

医療従事者を対象とした調査では、遠隔

診療を導入している医療機関は全体の

20.4%（162施設／794施設）であった。こ

の数値は、2022年における日本の診療所で

の導入率（15.6%）と同程度かやや高い水準

である。病院と診療所の間で導入率に大き

な差は見られなかったが、特定機能病院で

は他の病院に比べて導入率が特に高かっ

た。これは、特定機能病院が希少疾患や難

治性疾患の治療、あるいはセカンドオピニ

オンの提供に関与しているためと考えられ

る。 

日本では遠隔診療に必要な基本的なツー

ルは整備されつつあるが、多くの医療機関

が依然として紙ベースでの運用を行ってお

り、電子カルテを導入していない施設は

28.6%（227施設／794施設）にのぼる。こ

れに対し、米国では外来診療医の 88.2%が

電子カルテを使用している。日本国内にお

いても、病床数 400床以上の大規模病院で

は電子カルテの普及率が 91.2%と米国と同

水準であるが、一般病院および診療所にお

いてはそれぞれ 57.2%、49.9%にとどまって

いる。電子カルテを導入している施設にお
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いて遠隔診療の導入率が高いことから、遠

隔診療のさらなる普及のためには、まず電

子カルテの導入が進められる必要があると

考えられる。 

診療科別では、内科および皮膚科におい

て遠隔診療の利用が多かった。また、遠隔

診療未経験の患者および健常者は、精神科

および心療内科における遠隔診療の導入を

希望する傾向がみられた。これらの診療科

における遠隔診療の実施可能性については

専門家の意見を確認する必要があるが、多

くの患者および健常者が導入を望んでいる

可能性がある。世界各国において遠隔精神

医療は普及しており、COVID-19パンデミッ

ク下では、世界 17地域のうち 15地域にお

いて、遠隔精神医療の診療報酬が対面診療

と同等またはそれ以上に設定されていたと

報告されている。 

また、へき地医療拠点病院やへき地医療

診療所など、地理的制約のある地域で医療

を提供する施設においては、他の地域より

も遠隔診療の導入率が高く、地理的不利を

克服する手段として遠隔診療が活用されて

いることが示された。実際、医療従事者調

査では、「交通手段の問題により通院が困難

な場合」や「居住地がへき地である場合」

が、遠隔診療を実施する場面として多く挙

げられている。 

一方で、患者および健常者の調査では、

近隣に医療機関が少ない者ほど遠隔診療に

対する満足度が低い傾向が見られた。これ

らの矛盾した結果の理由は明らかではない

が、先行研究においても地方における遠隔

診療へのアクセスは依然として課題である

と指摘されている。 

患者および健常者の調査では、遠隔診療

に対する全体的な満足度は高く、とくに

「通院に多大な労力を要する」と感じる者

や、「遠隔診療によって通院の負担が軽減さ

れた」と感じる者で、満足度が顕著に高か

った。また、近隣に医療機関が存在する場

合であっても、遠隔診療経験者は物理的な

通院の労力が軽減されたと感じる傾向にあ

った。通院の労力は医療機関との距離のみ

ならず、育児・介護・仕事・多忙・身体的

制約といった複合的要因によって決定され

ることが示唆される。したがって、遠隔診

療は人口の少ない地域だけでなく、医療機

関が多数存在する都市部においても今後さ

らに普及する可能性が高い。実際、米国で

は COVID-19以降、都市部における遠隔診療

の利用が地方部を上回っているという報告

がある。 

本調査からは、医療従事者もまた、遠隔

診療が患者の負担を軽減し、医療へのアク

セス向上に資することを認識していること

が明らかとなった。 

遠隔診療は、通院の負担により医療の継

続が困難になった患者と医療とを再び結び

つける重要な手段である。ただし、それは

患者が情報通信技術（ICT）を活用できる場

合に限られる。遠隔診療の普及を進めるに

あたっては、ICTに不慣れな者への配慮が

不可欠であり、いわゆるデジタル・ディバ

イドを助長しないよう留意する必要があ

る。 

また、医療従事者からは、遠隔診療は対

面診療に比べて診断や重症度判定に必要な

各種医療処置の実施が困難であり、また実

施体制にも課題が残っているため、必ずし

も導入しやすいとは言えないとの指摘もあ

った。 

以上より、本調査は、遠隔診療が患者の

利便性や医療アクセスの点で極めて有効な

手段である一方で、医療提供者にとっては

診療機能の確保や制度整備が課題となる現
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状を明らかにした。とはいえ、患者にとっ

ての恩恵の大きさが医療提供者側の懸念を

上回ることを踏まえれば、今後、遠隔診療

のさらなる普及が期待される状況にあると

言えるだろう。 

 

＜本邦のオンライン診療の普及阻害因子＞ 

 遠隔診療の導入を阻む最大の要因は、「オ

ンライン診療では、検査や処置が必要にな

った場合に結局通院が必要になってしまう

ため」であるという結果であった。この項

目の選択率が高かったことから、遠隔診療

という枠組みの中では、検査や身体診察を

受けることが困難である点が欠点として認

識されていることが明らかとなった。この

傾向は、「遠隔診療では対面診療と比べて

様々な医療行為の実施が困難である」とす

る医療従事者からの回答結果とも一致して

いる。 

この課題を克服するためには、遠隔診療

という枠組み内で施行可能な検査・処置へ

のアクセス手段を新たに整備すること、あ

るいはそれに代わる診断情報の取得手段を

開発することが求められる。特に、患者側

からは、高解像度や立体的表現を可能とす

るビデオ通話機能や、身体所見を把握する

ための代替的な手段など、正確な病状把握

を支援する技術やツールが求められてい 

る。 

さらに、遠隔診療の一部の形態において

は、患者のそばに看護師等の医療従事者が

同席することで、診療の操作上の課題が解

消され、身体所見など遠隔診療では得にく

い情報が補完される可能性がある。このよ

うな配置は、診療の質の向上に寄与すると

考えられる。 

加えて、「患者が遠隔診療用アプリをダウ

ンロードし、通信環境を整えるのが難し

い」「遠隔診療の存在は知っていても、どの

ような場面で利用すべきか分からない」「遠

隔診療における診察の正確性に不安があ

る」といった項目も、普及阻害因子として

多く選択されていた。したがって、患者の

視点から直感的に理解しやすい遠隔診療用

アプリの開発も求められているだろう。自

由記述欄では、市役所やコンビニエンスス

トアなど公共の場に遠隔診療用ブースを設

置することや、アプリの規格を統一するこ

とによって混乱を防ぐべきとの意見も見ら

れた。さらに、遠隔診療に関する啓発活動

の実施や、遠隔診療を実施している医療機

関の一覧を、一般市民が見やすい形で提供

することも検討されるべきである。実際に

1回遠隔診療を体験してもらうことで、患

者の意識が変化する可能性もある。 

遠隔診療に適した疾患や状況にある患者

を対象に、対象を絞った形での普及促進

は、現実的かつ有効な戦略であると考えら

れる。たとえば医療従事者からは、「遠隔診

療では自宅にいる患者の様子を視覚的に把

握しやすい」「患者の生活環境を視覚的に把

握できる」といった利点が指摘されてい

る。これは、小児や高齢者など、通常の来

院時には平常時の状態を把握しにくいケー

スにおいて特に有効である。 

なお、遠隔診療に対する満足度は、60歳

未満の回答者の方が 60歳以上よりも高かっ

たが、これは高齢者にとって遠隔診療が不

適切であることを意味するものではない。

むしろ、介護を担う世代を含めた若年層に

向けた訴求は、有効な普及手段となり得る

だろう。 

さらに、多くの回答者が「現在通院して

いる信頼できる医師や医療機関が遠隔診療

を提供するのであれば利用したい」と述べ

ており、医療提供側からの積極的な働きか
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けも、遠隔診療の普及を進めるうえで重要

であると考えられる。特筆すべきは、「知ら

ない医師による対面診療」よりも「既知の

医師による遠隔診療」を望む傾向が強い点

である。これは、診療の継続性や信頼関係

の維持が、遠隔診療においても極めて重要

な要素であることを示している。 

 

＜遠隔診療の評価指標＞ 

 まず、遠隔診療は対面診療と対をなすも

のではなく、入院診療-外来診療-在宅診療

の関係性のように、相補的な存在である

が、既に確立した診療形態である対面診療

が存在する状態で遠隔診療を普及させてい

くにあたっては、どうしても対面診療と比

較しての遠隔診療の優性あるいは非劣性を

示していくというステップを踏む場合が多

いと考えられる。 

遠隔診療を対面診療とを比較する場合

に、どのように評価指標を設定すべきか

は、これまで多くは議論されてこなかっ

た。遠隔診療は密な医療を提供することで

患者予後を改善する可能性があると同時

に、患者の受診負担の軽減、様々なコスト

の軽減、移動を減らすことで環境負荷の軽

減に寄与するなど、多面的な影響が考慮さ

れる。 

 今回我々が実施した scoping reviewで

は、遠隔診療と対面診療を比較した RCTに

おいてどのような評価指標が用いられてい

るかを調査したが、評価指標は研究により

異なっており、標準化に向けた取り組みが

必要であることを示唆していた。 

よく用いられた指標を大きく分けると患

者中心性・患者予後・費用対効果の 3カテ

ゴリーがあり、これらについては網羅する

形で評価指標を設定することが望ましいと

考えられた。また、これまであまり評価さ

れなかったが重要と思われる指標として

は、スタッフの利便性、システムの使いや

すさ、環境負荷が同定された。今後行われ

る RCT ではこれらについても評価すること

が望ましいと考えられた。 

 

＜D to D 及び D to P with D＞ 

本研究では医師-医師間の遠隔コンサルテ

ーションが有用な疾患領域を探索すべく行

われた。国際的な報告においては、整形外

科領域および皮膚科領域の報告が多く、こ

れらの領域での遠隔コンサルテーション、

特に医療資源の限られた地域から都市部へ

のコンサルテーションの需要が窺われた。 

一方、日本語論文では神経領域が最も多

く、整形外科領域や皮膚科領域は多くは見

られなかった。これらの違いについては、

医療システムの違いや疾患頻度の違いの影

響もありえるが、日本語論文は MEDLINEお

よび Embaseデータベースで収集された文献

のうち一報の review論文からの後方探索に

て収集されており、その収集方法によるバ

イアスが生じている可能性がある。 

 

 

E. 結論 

 本研究により、医療提供者目線及び医療

受領者目線の 2方向から見た、本邦のオン

ライン診療の現状が明らかになった。現在

の全体としての普及率や、普及に関係する

因子、更なる普及を目指す上での阻害因子

を同定することができた。scoping review

を行うことで、今後オンライン診療につい

ての臨床研究を行う場合に設定すべき評価

指標についても整理することができた。さ

らに、D to D及び D to P with Dという、

本邦ではまだあまり普及していない遠隔診

療の形態についても、scoping review を行
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うことで、多く利用されている領域を同定

することができた。 

アンケート調査結果及び、評価指標につ

いての scoping review結果は速やかに論文

化し発表した。アンケート調査結果につい

ては日本医学会連合のホームページ上で公

開し、全国の施設への情報共有を図った。D 

to D あるいは D to P with D についての

scoping review結果については、論文発表

すべく投稿準備中である。 
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